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令和 5年度 事業計画

I 基本方針

我が国では、少子高齢化、核家族化、ライフスタイルの変化等により、地域社会の在り方は大

きく変容し、様々な生活課題や福祉課題が顕在化しています。また、地域社会の脆弱化が進み、

地域の連帯感が希薄化するとともに、家族力の低下も相まつて、経済的困窮をはじめとする生

活困窮や孤立死、ひきこもり、虐待、DV、 8050問題、ゴミ屋敷と呼ばれる住民、買い物難民な

ど、社会的孤立を要因あるいは遠因とする課題が複雑に絡み合い、従来の施策や制度、あるい

は単一の機関や団体の支援だけで対応することが困難なケースが増加しています。

国は、平成27年に「生活困窮者自立支援法」を、平成28年に「成年後見制度利用促進法」をそ

れぞれ施行し、課題を抱える個人への支援体制を整備してきました。また、「地域其生社会」の考

え方のもと、平成29年及び令和2年の2回にわたり地域其生社会の実現に向けた社会福祉法改

正が行われ、①相談支援、②参加支援、③地域づくりに向けた支援を柱に、市町村における包括

的な支援体制の構築を進めています。そのように地域共生社会の実現に向けて、包括的な支援体

制の構築が目指されるなか、社会福祉協議会は、地域住民や多様な関係者の連携・協倒の場(プ

ラツトフオーム)として役割を発揮することが期待されています。

本会では、令和3年度に「第4次大牟田市地域福祉実践計画(令和4年度～8年度)」を策定し、

昨年度より5カ年間の計画として、事業実施しています。包括的な支援体制の構築は、高齢者分

野における地域包括ケアシステムの実践及び生活困窮者自立支援で取り組んできた「断らない

相談」や『伴走型」支援の経験等を踏まえて、これを、福祉分野全体に広げようとするものです。

全国にネツトワークを有する社会福祉協議会が、これまで取り組んできた総合相談
。生活支援体

制の推進を政策化したものと言え、非常に大きな意義があると考えています。

加えて、社会福祉協議会は、公益性の高い組織として、事業計画や経営の効率性・採算性を

超えて、必要とされる事業・サービスの展開を求められる場合(例 :災害ボランテイアセンター、

特例貸付、突発的な福祉ニーズに対応した活動等)があり、これらの「社会的ミッシヨン」を展開

する役割を組織全体で担つていくためには、日々の活動を通じて、地域の期待に応えられる人

材の確保とその能力(社協としての体力)を培つておく必要があります。継続的・安定的な事業

継続のためにも、役職員が適切な法人運営の意識をはじめ、経営方針に沿つた「共通認識」を

持つことが重要であると考えています。

以上のことを踏まえ、コロナ収束に向けた様々な状況が見えてきた昨今、本格的に「第4次

大牟田市地域福祉実践計画」の事業遂行のため、令和5年度の重点施策を以下のとおり定め、

事業展開していきます。

【重点施策】

1.社会的孤立に関する様々な取組み

2.担い手不足を解消するような取組み

3.権利擁護に関する様々な取組み

4.交通弱者に対する取組み



Ⅱ 重点施策

1.社会的孤立に関する様々な取組みに努めます

地縁・血縁。社縁といつた生活の様々な場において支え合いの基盤が弱まってきています。

暮らしにおける人と人とのつながりが弱まる中で、孤立せずにその人らしい生活を送ることが

できるような社会が求められています。本会に設置している「生活支援相談室」では、対象とな

る本人の自己選択、自己決定を基本にしつつ、必要な支援を受けながら、経済的自立だけでは

ないその人なりの自立を目指し、専門機関や行政機関等と連携しながら支援していきます。

また、昨年、当事者団体をはじめ、様々な機関・団体等で立ち上げた「ひきこもり支援ネツト

ワーク会議」を中心に、「ひきこもり支援セミナーの開催」や「ひきこもり家族の会の立上げ」、

「ひきこもり支援サポーターの養成」、「ひきこもり当事者。家族の居場所づくり」など、ひきこも

りの人の支援を必要とする人やその家族に寄り添い、伴走していきます。

2日 担い手不足を解消する取組みに努めます

地域福祉を推進する上で重要なのは「担い手」です。本会では、これまでも市民後見人や生

活支援員、キヤロツトサービス協力会員など、様々な市民サポーターの養成に取り組んできま

したが、今後も支援を必要とする人が増えていくことが予想されることから、市民サポーター

養成事業の強化に努めます。また、福岡県が進める「70歳現役社会づくり事業」に合わせ、高

齢者がこれまで培つた経験豊富な知識や技術を地域社会で活かせるような「地域福祉活動実

践者」の確保に向けて、地域組織と連携し、積極的に取り組みます。

3日 権利擁護に関する様々な取組みに努めます

認知症、知的障がい、精神障がい等により、判断能力が不十分なため、日常生活に困つてい

る方が安心して暮らせるよう、成年後見センター運営事業及び日常生活自立支援事業を一体

的に展開することを目的に「大牟田市権利擁護センター」を設置しています。

成年後見センターにおいては、今後も利用者の増加が見込まれるため、迅速なサービス提供

体制を整備し、法人後見受任を拡大していきます。同様に日常生活自立支援事業においても、

金銭管理ができない人の増加が予想されるため、サービス提供体制の強化に努めていきます。

また、権利擁護センター利用者で身寄りのいない、もしくは親族と疎遠になつている高齢者

等に対して、本人の死亡後に葬儀、火葬、納骨等を親族に代わつて行う「死後事務委任契約事

業(仮称)」について、法的な問題や課題の抽出などを行い、専門職と連携を図りながら実施に

向けての検討を行います。

4口 交通弱者に対する取組みに努めます

本市においても、運転免許証の返上や地域公共交通サービスの廃止などの理由で、日常的

な移動手段の確保が困難になっている人、いわゆる交通弱者が増加しています。そのような中、

特に買い物支援のニーズが高まつています。本年度は、生活支援コーデイネーターと連携しな

がら、買い物弱者の把握や地域資源の掘り起こしを図り、市内にモデル校区を設定し、地域の

実情にあつた買い物支援の仕組みづくりに努めます。



【基本目標 1】

一人ひとりが尊重され、安心して相談できる社会

Ⅲ 基本目標

(1)包括的な相談支援体制の構築

①生活困窮者自立支援事業(市受託事業)

0自立相談支援事業

この事業は、様々な事情から生活に困窮し、立ちすくんでしまつた人を早期の段階で支援

し、自立に向かつていくことを目的とした「第2のセーフテイネツト」に位置づけられる事業

です。生活に困窮している人からの相談を受け、相談者に寄り添いながら、一人ひとりの状

況に応じた支援計画を作成し、様々な専門機関と連携しながら、生活課題の解決に向けた

支援を行います。ケースによつては、関係機関と情報共有のための会議を行い、多機関協

働で支援にあたります。

②住居確保給付金事業

離職者等で就労能力・意欲のある人のうち、住宅を喪失している人または喪失するおそ

れのある人で、一定要件にあてはまる人を対象に家賃相当分の給付をするとともに、住居

及び就労機会の確保に向けた支援を行いまつ。

0学習支援事業

主に不登校や生活困窮者世帯にいる小・中学生を対象

に、市内3か所で実施します。基礎学力の定着だけでなく、

コミュニケーシヨンを図る場として、学校での不安や悩み

事の相談も受け付けるとともに、高校に進学した子どもも

受け入れ、継続した見守りを行います。また、月1回、各教

室でボランテイアのミーテイングなどを通して意見交換を

行い、学習支援の資質向上を図ります。

0就労準備支援事業

ひきこもりや長期にわたり就労ができていないなどの理由で、すぐに働くことが困難な

人や働くことに不安を抱えている人を対象に、生活習慣の改善やコミュニケーシヨン訓練・

就労体験等を図り、働くことへの意欲向上に繋がるよう支

援します。

また、「就労支援ネツトワーク会議」や「ひきこもり支援

ネツトワーク会議」など、より多くの関係機関と連携し、

就職活動が困難な人に対して、一人ひとりに寄り添つた

伴走型の支援を行います。



0-時生活支援事業
ホームレスや車上生活者等の一定の住居を持たない

人、ネツトカフェや車に寝泊まりするなど住居形態が不

安定な人等に対し、一定期間、緊急一時的な宿泊場所を

提供し、健康状態の悪化を防止するとともに、生活基盤

を整えたうえで住宅及び収入の確保や求職活動の支援

を行います。

②生活福祉資金貸付事業(県社協受託事業 )

0生活福祉資金貸付事業

生活福祉資金貸付事業は、低所得者などに対し資金の貸付と必要な相談支援を行い、

安定した生活を送れるようにすることを目的とした制度です。主なものに、緊急かつ一時

的に生計の維持が困難となった場合に少額の貸付を行う緊急小口資金、生活再建までの

間に必要な生活費用の貸付を行う総合支援資金、就学を支援する教育支援資金などがあ

ります。窓口では、貸付や償還に関する相談を受け付けるとともに、民生委員・児童委員

の協力のもと、相談者の経済的自立へ向けた支援を行います。

②特例貸付世帯フオローアツプ事業

コロナ特例貸付を受けた世帯に対し、アンケート調査や聞き取り等を行い、現在の生活

実態を把握するとともに、償還についての必要な相談支援を行います。また、状況に応じ

て、生活困窮者自立相談支援事業に繋ぎ戻しながら継続した支援を行います。

③各種相談事業

0行政書士相談

毎月第3水曜日に、行政書士による行政書士相談を行います。離婚や財産・不動産の相

続、事故等の相談に専門的なアドバイスを行います。

②福祉サービス苦情解決相談

在宅福祉サービス利用における様々な問題について、当事者間で解決できない場合は、

当事者以外の外部の有識者によつて構成された「第二者委員会」を活用しながら問題解

決を図ります。

0被災者の生活再建相談

令和2年7月豪雨災害被災者支援の窓口である「大牟田市地域支え合いセンター」は、

令和5年3月末をもって閉所いたしますが、被災者の中には、引き続き、生活支援が必要

な人もおられることから、「令和2年7月豪雨災害被災者相談窓口」を設置し、個別の生活

状態や支援ニーズに応じて、各種専門機関と連携し、継続した相談支援を行います。

■
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(2)権利擁護体制の充実

①大牟田市権利擁護センター運営事業

0成年後見センター事業(市受託事業)

成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどによつて判断能力が不十分な人

が、地域でその人らしく安心して暮らせるように支援するための制度です。

成年後見センターでは、今年度新たに成年後見制度の円滑的な利用促進を図ることな

どを目的とした中核機関機能を市から受託し、以下のことに取り組みます。

i)成年後見制度の利用や権利擁護に関する

相談・助言及び対応

ii)市民後見人の養成・登録

ili)市民後見人活用による

法人後見受任及び市民後見人活動の支援

耐)成年後見制度や権利擁護に関する広報啓発

v)家庭裁判所をはじめとして、成年後見制度や権利擁護に関する専門機関との連携

胡)法人後見等監督人事業

②日常生活自立支援事業(県社協受託事業)

認知症。気日的障がい。精神障がいにより、判断能力が不十分なために、福祉サービスの利

用や金銭管理等に不安のある人に対して、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用

援助や日常的な金銭管理等を行います。また、利用者支援を行う生活支援員の養成及び研

修を実施します。また、地域組織や様々な専門機関等に対して、日常生活自立支援事業の

同知啓発に努めます。

0死後事務の検討 ※新規事業
成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用者で、身寄りのいない人、親族と疎遠に

なっている人が増えていることから、本人死亡後の事務(葬儀、火葬、納骨等)を親族の代

わりに行うための「死後事務委任契約事業(仮称)」について検討します。

②ヤングケアラー支援の検討  ※新規事業
本来、大人が担うと想定されている家事や家族の世話を日常的に行つている子どもが、

学業や友人関係などの影響を及ぼさないよう、行政、スクールソーシャルワーカー、各種子

育て支援機関と連携・協働し、調査や同知を行いながら、ヤングケアラーヘの支援について

検討します。また、今後のヤングケアラーに関連する行政の取り組みや実態の把握などに

も注視し、適切に対応できるよう情報収集に努めます。



(3)同じ立場や課題を経験した人同士の支え合い。居場所の充実

①ふれあいサロン活動支援

コロナ収束を見据え、サロン活動再開を本格的に実施し、高齢者や子育て中の人たちを

中心に、地域の実情に応じて、気軽に、無理なく、楽しく参加できる“地域の居場所"である

ふれあいサロン活動を支援し、地域全体に広がるように、以下のことに取り組みます。

0サロン立上げ支援

②サロンの困りごと相談支援

Oレクリエーシヨン紹介などの活動支援

0ふれあいサロン連絡会の開催

0サロン活動支援金の交付

0生きがい対策・フレイル予防等の教室

0レクリエーシヨン用具の貸出

|●
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②ひきこもり支援プロジエクト

孤立防止や地域とのつながりの再構築等、ひきこもりの人及びその家族などの相談窓口

として、生活支援相談室の支援員が、ひきこもりの状態にある本人や家族からの電話、来所

等による相談に応じ、助言を行うとともに、家庭訪問を中心とするアウトリーチ型の支援を

行います。

ひきこもり支援プロジエクトとして、以下のことに取り組みます。

0ひきこもり支援ネットワーク会議

ひきこもりの人及び家族の生活課題等の解決に向

けた支援を協働で実施するため、各種専門機関で構

成する「ひきこもり支援ネツトワーク会議」を通じて、

ひきこもりの人及び家族への対応、支援を協働で行

います。現在、会議メンバーは12団体です。

ケ会議

②ひきこもりの人を持つ家族への支援 ※新規事業
「ひきこもりの人を持つ家族の会」を立ち上げ、日頃の悩み等を本音で語り合い、交流

できる居場所を定期的に提供します。それにより、ひきこもりの人を持つ家族の日頃の悩

みやストレスの解消に努めます。

0ひきこもり支援サポーターの養成 ※新規事業
ひきこもりの人に寄り添い伴走する市民サポーターを養成するため、ひきこもり支援サ

ポーター養成講座を開催します。修了生はサポーター登録後、当事者の社会復帰に向けた

支援を行います。

0ひきこもり支援セミナーの開催

ひきこもりの人及び家族を支援するため、ひきこもり当事者を支える視点を学ぶことや

ひきこもりに関する理解と同知啓発等を目的としたセミナーを開催します。



【基本目標 2】

健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会

(1)誰もが参加できる健康づくり・疾病予防の推進

①ふれあいサロン活動支援(P7参照)

②介護予防・相談センター(市受託事業)

中央地区地域包括支援センターのサブセンターとして、介護予防の普及・啓発を行い地域

住民の健康増進に努めます。また、介護に関する各種相談や事業対象者及び要支援 1・ 2に

認定された高齢者への介護予防ケアプラン等を作成し、関係機関・サービス提供事業所と連

携し支援を行います。

(2)誰もが住み慣れた地域で暮らし続けるためのサービスの提供

①生活福祉資金貸付事業(P5参照)

②住民参加型在宅福祉サービス(おおむたキャロットサービス)

日常生活において、公的なサービスでは対応できない生活課題を抱えている一人暮らし

高齢者等に対し、協力会員(有償ボランテイア)が、生活支援サービスを実施し、在宅生活を支

えます。また、事業が安定的・継続的に行えるよう、サービスの提供体制の充実に向けて、以

下のことに取り組みます。

0おおむたキヤロツトサービス会員の登録・活動の調整

②おおむたキヤロツトサービス協力会員の養成講座及び研修会の実施

0おおむたキヤロットサービス協力会員向け会報紙の発行

③生活困窮者レスキュー事業

大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会(現在27法人加盟)と連携・協働しながら、制

度の狭間にある生活困窮者の生活課題等の解決に向け、地域のセーフテイネツトの役割を果

たすため、柔軟に対応し、食料。日用品支援、つなぎ資金の貸付、ゴミ屋敷と呼ばれる家の清

掃活動等の事業に取り組みます。また、新たに、学校休校中の食料提供・見守り活動や交通弱

者対策としてのドライブサロン、中学・高校の制服の買い替えが困難な世帯に対する制服バ

ンクについても、市における市立中学校標準服の協議経過などを踏まえつつ、実施に向けた

検討を協働して行います。

【主な生活困窮者レスキユー事業】

0食料。日用品支援          ②つなぎ資金貸付
0ゴミ屋敷と呼ばれる家の清掃活動   0シ エルター提供
0ひきこもりの人等の就労体験     0家 電・自転車などの貸出・給付



④介護保険事業

訪問介護(ホームヘルパー派遣)、 訪問入浴介護(入浴車による訪問入浴)、 居宅介護支援

(ケアプラン作成等)、地域密着型通所介護(デイサービス)の 4事業を実施し、感染症予防対

策を図りつつ利用者が可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう支援します。

さらに、令和5年度より、4カ年計画で作成した「福祉サービス実践計画」に沿つて、安定した

事業運営を目指します。

⑤障がい福祉サービス事業

障害支援区分の認定を受けた在宅の障がい児・者に対して、サービス利用計画書に沿つ

た同行援護(ガイドヘルパー派遣)・訪問入浴(入浴車による訪問入浴)の事業を実施し、在宅

生活や安全な外出機会の確保を支援します。

⑤歴木保育所の運営

コロナ感染症予防対策を図りつつ、健全な保育運営を行うと共に、保育方針である「自然

の中で心と体を使つて、思いきり遊ぶこども」に基づき、障がい児との統合保育、食育の推

進などの事業をおこなうために、以下のことに取り組みます。

●「地域の子どもは地域で育てる」の考えをもとにした幅広い子育て支援

②無(減)農薬野菜など安心・安全な食材の提供と「田植え」「稲刈り」「もちつき」「みそ作り」

などの体験を通した食育

0-人ひとりを尊重し、安心。安全な保育を行うための研修の充実

0災害対策の為の垂直避難棟建設の検討 ※新規事業
O新型コロナウイルス等の感染症対策の徹底

●
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⑦放課後児童健全育成事業 (市受託事業 )

放課後、児童の養育ができない家庭の児童に対して適切な遊びと生活の場を提供します。

学校・家庭・地域と連携して行事や交流を行うことで、人とつながる力、思いやりの心を育

むとともに、子供たちが安心して過ごせる場にふさわしい環境を整備し、災害や事故・不審

者対策など子どもを取り巻く環境に配慮した指導を心掛け、自分の身を守る行動がとれる

よう、『交通安全教室』『避難訓練』『防犯教室』などを定期的に実施します。また、今年度より

大牟田市が進める学童保育所の預かり時間の延長及び待機児童解消に向けた取組みの実

施に伴い、本会が運営する学童保育所・クラブにおいては、以下のとおり取り組みます。

0預かり時間の延長に伴う支援員の配置

令和5年度より、学童保育所・クラブの開所時間が放課時から19時までとなります。この

ため、土曜日・学校休校日の17時から19時の2時間は、基準配置の2名のうち1名は代替

支援員を配置するとともに、学童保育所・クラブ支援員の処遇を改善し、働きやすい環境

づくりに取り組みます。

②次年度へ向けた待機児童解消のための体制整備及び施設整備への準備

令和5年度より、待機児童の早期解消のための新たな施設整備が始まるとともに、令和

6年度以降、待機児童が多い学童保育所においては、1支援単位から2支援単位へ変更さ

れる予定であることから、保育体制整備の強化に努め、児童の安全に配慮しながら、施設

整備が円滑に遂行できるよう努めます。

0人材確保

利用定員の拡大により、支援員の確保が必要となるため、計画的な認定資格研修の受

講と常勤支援員の確保に努めます。

③大牟田市ファミリー・サポート・センター事業(市受託事業)

子どもの預かり等、子育ての「援助を受けたい人(利用会員)」と「援助を行いたい人(協力会

員)」が、地域で相互援助を行う会員組織で、依頼内容に応じてアドバイザーが連絡・調整を行い、

子どもの預かりや送迎などのサポートを行います。

また協力会員養成講座やステツプアップ講座の開催の他、様々な機会を通じて子育て世代や

市民へ事業の周知啓発に努めます。

【事務局】 大牟田市市民活動等多目的交流施設 えるる内 ¬F



⑨大牟田市地域子育て支援拠点事業・つどいの広場 (市受託事業)

おおむね0歳～3歳までの子どもとその保護者が気軽に集う場を提供するだけでなく、子育て

に関する相談や情報提供などを行い、親子の交流を通し、親同士の支え合いや子ども同士の育ち

合いを促すよう努めます。

●子育て親子の交流の場の提供と交流促進

②子育て等に関する相談、援助の実施

(つどいのな場アドバイザーの活用)

0地域の子育て関連情報の提供

④子育て及び子育て支援に関する講習等の開催

0子育てサポーターの育成支援の実施

0親子を対象としたイベントの開催

0新型コロナウイルス等の感染症対策の徹底

【実施場所】大牟田市市民活動等多目的交流施設 えるる内 lF

(3)福祉・介護人材の育成・確保

①実習生の受入

福祉人材の育成のため、福祉系大学生及び専門学校生に加え、福祉・介護未経験者等の

実習生を受け入れ福祉分野への参入のきつかけ作りを推進します。また、これらにより、介

護人材のすそ野を広げ、多様な人材の参入を促進し、人材の確保に努めます。さらに、実習

生の受入を職員の学びの場と捉え、指導力の向上等、職員の育成にもつなげていきます。

【主な実習生の受入】

0社会福祉士相談援助実習生受入

0介護福祉士実習生受入

0看護師実習生受入

0就労支援実習生受入

②介護支援専門員実務研修実習生受入

0保育士実習生受入

0障害者就労・自立支援センターからの実習生受入

越 I
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【基本目標 3】

誰もが多様なきつかけやつながりで参加できる社会

(1)幅広い参加・就労機会の創出

①ボランテイアセンターの機能充実

あらゆる市民にボランテイア活動を身近に感じてもらい、社会参加の実現と、一人ひとり

が、地域の福祉・生活課題の解決に関わつていくことができるよう、以下のことに取り組み

ます。

0ボランテイア情報の収集。発信・提供

②ボランテイア活動のコーデイネート

Oボランテイア養成講座の実施

0ボランテイア活動に関する相談・助言

Oボランテイア活動保険加入の普及・促進

②災害ボランテイアセンター体制強化

近年様々な災害が発生していることから、災害発生時に円滑な被災者支援活動ができるよ

う、以下のとおり取り組む予定としています。また、令和5年度は、県内4市社協(大牟田市。み

やま市・材Wil市・八女市)で、「南筑後地区社会福祉協議会災害時相互支援協定」を締結し、福

岡県社協と協働で、4市社協合同の災害ボランテイアセンター設置運営訓練を実施します。

0災害ボランテイア活動の支援・促進

②災害ボランテイアセンター設置・運営訓練の実施

i)4市社協合同による座学及び実践訓練 ※新規事業
ii)大牟田市総合防災訓練参加によるICT※訓練

0災害ボランテイア養成。事前登録

0災害支援コーデイネートカの強化

※ICTとは情報通信技術のことです。災害時においては、インターネツトを使つた情報発信が
有効的であることから、通信技術を活用したコミュニケーション手段を指しています。

③市民サポーターの養成

近年、地域社会には福祉、介護、子育て、生活困窮、ひきこ

もり、防災等様々な福祉課題が山積しており、その解決に向

けた「地域力」が求められています。生活支援が必要な一人

暮らし高齢者や障がい者、生活に困窮している人などの悩み

に応え、またひきこもりの人への積極的なアプローチなどを

行うため、様々な生活支援サポーターを育成していかなけれ

サロンでボランテイア活動
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ばなりません。そのため、市民サポーター養成講座に以下のとおり取り組みます。



●市民後見人養成

市民後見人とは、成年後見センターが実施する養成研修を受講し、一定の知識を身に

着け、本会が法人受任した方々へ金銭管理や身上監護の支援を行つていただく方です。

成年後見制度の受任件数の増加に対応できるよう、市民後見人を養成するための講座及

び市民後見人のスキルアップのための講座を行います。

②生活支援員養成

生活支援員は、日常生活自立支援事業の契約者に対して、支援計画に沿つて定期的に

訪問し、福祉サービスの利用手続きや預貯金の出し入れのお手伝いをします。

生活支援員養成講座を定期的に開催し、生活支援員の確保に努めます。また、生活支援

員が、福祉制度等について学ぶ機会を設け、生活支援員としてのスキルアップを図ります。

0つどいの広場サポーター養成

子どもの見守りや保護者の話し相手となる子育てサポーターを毎年養成しています。

子育てサポーターの支援により、子育てに対する不安感を軽減し、保護者が,いにゆとりを

持つた育児が行えることを目指します。さらには、そのことが子どもの安心や成長にも繋

がっていくことから、子育てサポータ
ニのスキルアップ研修も開催します。

0フアミリー・サポート・センター協力会員養成

子供の預かりなど子育て中の保護者を支援する協力会員は、育児と仕事を両立する環

境をつくり、地域での子育てをサポートしています。そのため、安定したサービス提供体制

を整備するために、協力会員養成講座を開催します。

0おおむたキャロットサービス協力会員養成

単身高齢者世帯や障がい児・者世帯、出産前後のママ等の生活をサポートし、家事援助

などのちよつとしたお手伝いを行う担い手としての協力会員の養成講座を開催します。ま

た、定期的に協力会員の研修も開催し、協力会員のスキルアップに努めます。

0ひきこもり支援サポーター養成(P7参照)

④おおむた就労支援ネツトワーク会議

高齢者、障がい者、若者等のそれぞれの分野で、就労支援を実施している機関が協働し、

就労体験先の相互協力や相談員のスキルアップなどを目的とした「おおむた就労支援ネット

ワーク会議」に事務局員として参画しています。

このネットワークを通して、支援が必要な人が就労できるよう時間をかけながら伴走して

いきます。



(2)社会参加を実現するアクセンビリテイ※の向上

①ボランテイアセンターの機能充実(P12参照) ※アクセシビリティとは、「近づきやす
さ」、「利用のしやすさ」、「便利であるこ

|と」などと訳されます。

②担い手の育成(P12～ P13参照)

③子ども。地域食堂ネットワーク活動支援

平成27年度に開始した子ども・地域食堂は、現在市内に8校区にまで広がつており、新た

に立ち上げを検討している校区も増えています。子どもや高齢者の多世代交流や地域の居

場所となつている子ども。地域食堂を支援するために、以下のことに取り組みます。

0子ども。地域食堂の立上げ支援及び運営支援

②子ども。地域食堂運営助成金の交付

0おおむた子ども地域食堂ネットワーク会議への

参加・連携・協働

④地域資源・社会資源との連携強化

0寄贈された食材等の配分支援

0子ども・地域食堂の情報発信と支援の呼びかけ

(3)教育の充実・学習活動の促進

①福祉教育の推進

地域の様 な々課題を我が事として、すべての住民が共に学び、共に生きるために福祉のこ

ころを住民全体で考えていく事が求められています。

思いやりの心をもつて、ともに育ち、ともに生きるための

福祉のこころを育むために、以下のことに取り組みます。

0企業・団体等への福祉教育の啓発・推進

②福祉教育推進校へのゲストテイーチャー派遣

0福祉教材の貸出

0全世代型福祉教育プログラムの開発の検討

②学習支援事業(P4参照)

福祉教材の貸出
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【基本目標4】

新たな担い手が生まれる持続可能な社会

(1)安心して暮らせる地域づくり

①生活支援体制整備事業(校区社会福祉協議会活動)

0小地域ネツトワーク活動促進事業

小学校区を単位とした小地域の特性に応じた日常的な見

守り・訪問活動等を展開することで、地域住民が身近な地域

課題や福祉ニーズを見出し、住民相互の活動によつて問題解

決ができるよう、以下のことに取り組みます。

i)福祉委員の委嘱

ii)福祉委員対象研修の実施

ili)校区福祉座談会・研修会等への参画

")地
域包括支援センターとの連携

②地域組織活動促進事業

住民自らが、それぞれの地域の課題解決に向けて取り組め

るよう、校区の実情に応じた支援を強化します。地域福祉活

動を通して地域其生社会の実現を推進する校区社会福祉協

議会の活動を促進するために、以下のことに取り組みます。

i)第4次大牟田市地域福祉実践計画の周知啓発

ii)校区社会福祉協議会会長連絡協議会との連す乃
色.協働による各種研修等の実施

ili)大牟田市社会福祉協議会の各種事業と校区社会福祉協議会との連携強化

0ふれあいサロン活動(P7参照)

0地域リーダー合同研修会

校区社会福祉協議会、校区民生委員・児童委員協議会、校

区まちづくり協議会・校区町内公民館連絡協議会の各会長が

一堂に会し、地域の生活課題の解決に資する互助関係や仕組

みづくりを目的として合同研修会を実施します。また、地域リ

ーダーの交流だけではなく、所管する行政機関(福祉課や地

域コミュニティ推進課)との連携を深め、より意義のある研修

会の開催を目指します。



O地域支え合いマツプ作成

支援を必要とする人や支え合い活動の実態を把握し、地

域の取り組みや課題を見える化するために「地域支え合い

マップ」の作成を支援します。地域課題を可視化することで、

校区社協関係者(公民館長、民生委員、福祉委員等)及び生

活支援コーデイネーター等と共に、地域福祉課題を共有・議

論して、住みよい地域づくりに貢献します。

0新たな生活支援等の開発

少子高齢化の進行により、一層複雑化する地域福祉課題に対応するため、地域包括支援

センターや地域組織、NPO法人、社会福祉法人等と連携して、地域の実情に合わせた生活

支援の枠組みづくりを支援します。具体的には、交通弱者に対する移動支援や買い物支援

等、制度の狭間で困りごとを抱える人への支援について、地域と連携してモデルとなる校

区や地域を選定し、モデル事業の実施に向けて取り組みます。

②福祉避難所の開設(市との協定に基づく)

災害が発生または発生するおそれがある場合に、介護認定を受けた高齢者や障がい児・

者等、配慮が必要な人が安心して避難生活をおくれるよう開設される「福祉避難所」の設置

運営について、大牟田市との間に協定を締結しています。有事の際は、大牟田市からの要

請があり次第、速やかに総合福祉センター内に「福祉避難所」を開設し、安全に配慮した運

営に取り組みます。

(2)地域コミュニテイの活性化と新しい「公」の担い手づくり

①多様な企業・団体DNPO法人等と協働した事業展開

生活困窮者の生活課題を解決するために、現在、グリーンコープ、フードバンク大牟田等

による「食料支援」、市住管理センター、遺品整理業者による「家電品等支援」、理解を示して

くれている不動産業者及び大家による「居住支援」、就労支援ネツトワーク会議を通じた「就

労支援」、ひきこもり支援ネットワーク会議との連携による「ひきこもり支援」等を実施して

いますが、今後も多様な企業・団体等と協働し、社会資源の開発に取り組みます。

②企業・団体・行政等との連携による「交通弱者」に対する取り組み

高齢者の運転免許証の返上や公共交通サービスの衰退などにより交通手段に制約があり、

日常生活に必要な買い物が困難になつている人に対する支援に取り組みます。地域組織、

生活支援コーデイネーターや大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会、また福祉、経済、

地域コミュニテイなど様々な観点から、行政とともに、「買い物支援プロジエクト」を立上げ、

持続可能な仕組みづくりについて検討します。

地域支え合いマップ(例 )



令和5年度は、買い物支援に関する先進的な都市を視察するとともに、公共交通機関空

白地域の住民を対象とした買い物時の移動支援について、地域と連携してモデル校区の選

定やモデル事業の実施に向けて取り組みます。

0様々な手法による交通手段の検討・協議

②買い物手法の多様化の検討

0移動支援とコミュニテイ推進の成功例の研究・検討

③様々な団体等とのネットワーク・プロジエクト

高齢、障がい、児童等の幅広い分野のネットワークに参画し、加盟機関・団体等と連携して

各分野の福祉課題に取組むとともに、分野を超えた以下のようなネツトワーク・プロジエク

卜に取り組みます。

0子ども・地域食堂ネツトワーク会議

②就労支援ネツトワーク会議

O子育て支援ネツトワーク

0知的障がい児・者医療支援プロジエクト

Oひきこもり支援プロジェクト

0買い物支援プロジエクト(再掲)※新規事業

④福岡県共同募金会と協働した公益活動の支援

共同募金は、毎年、厚生労働大臣の告示により、全国一斉に始まる、募金期間が決められ

ている「法定募金」です。地域の様々な課題に柔軟に対応するための福祉活動を財政面から

支援していくという重要な役割を担つています。

そのためには、子ども。地域食堂、ふれあいサロン活動等の居場所づくり、新たに取り組む

買い物支援やひきこもり支援などを対象に、共同募金を活用した新たな生活支援サービス

助成事業を実施します。

本市の共同募金運動を取り巻く環境は、人口減少やつながりの希薄化など、様々な要因で

厳しい状況にありますが、これまでのつながりを絶やさず、さらには、大牟田市内外から募金

ができるようインターネット募金 (′ S、るさと赤い羽根募金)の普及に努めていきます。

子ども。地域食堂ネツトワーク会議
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地域福祉の推進役を果たすために

社会福祉協議会の基盤を強化します

(1)社会福祉協議会基盤強化

①理事・評議員研修の充実

地域組織をはじめ各団体等から選出される理事及び評議員は、社協の法的根拠や役割・使

命等を十分に理解しておく必要があります。そのため、理事や評議員に変更があつた場合に

は、新任理事・評議員研修会を実施するとともに、福岡県社会福祉協議会が主催する研修会

などの情報提供を行い、研鑽を深めます。

②事務局体制の強化

役職者の権限や責任を明確化するとともに、全職員が市社協の使命や役割を共通認識と

して把握していけるよう、職員研修の充実をはかる他、資格取得の積極的な推奨に努めます。

また、人事考課制度により職員が目標を持つて仕事に取り組めるように努めます。

③行政とのパートナーシツプの強化

行政と連携・協働し、既存の相談支援等の取組みを活かしながら、複雑化・複合化した支援

ニーズに対応する包括的な支援体制を構築し、「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた

支援」を一体的に実施していきます。

●相談支援

相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受け止めます。

②参加支援

介護・障がい。子ども・困窮等の各分野で行われている既存制度では対応できない狭間

のニーズに対応するため、多様な地域。社会資源等を活用して社会とのつながり作りに

向けた支援を行います。

0地域づくりに向けた支援
地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止を目拍します。住民同士が出会い、参加

することのできる場や居場所づくり、ケア・支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生

み出すコーデイネートを行います。

④企業・団体等とのネットワークの強化

近年、持続可能でよりよい世界を目指すための国際目標(SDGs)に取り組む企業・団体等

が増えています。SDGsの目標の一部は、本会が関わる食品ロス、就労支援、ひきこもり支援、

居場所づくり支援、ゴミ屋敷と呼ばれる家の清掃活動等の人的支援、災害時における活動支

援、学習支援等の社会的課題と大きく重なります。そのような課題の支援依頼等の情報を、

企業、団体等に対し積極的に発信し、共に課題解決を推進していけるよう、ネットワーク構築

に取り組みます。



⑤財政の健全化

社会福祉法人は、公共性・ヲF営利性の高い社会福祉事業を実施しており、税制優遇も受け

ている公益性の高い法人であるため、市民に対して、経営の透明性を確保していく責務があ

ります。今後も経営の透明性を充実させ、法人経営のガバナンスの強化に努めます。

また、新たな地域づくりに取り組むには、資金力の強化も重要であることから、経費節減

をはじめ資金計画策定、民間助成金の活用、遺贈、ふるさと募金、企業の CSR活動等との連

係等により「財政基盤の強化」を図ります。

⑥大牟田市地域福祉大会～地域支え合い“絆"セミナー～

市民一人ひとりが自ら住んでいる地域に積極的に関わり、

地域住民の支えあいの“絆"の創造に寄与することを目的に、

地域福祉大会を開催します。大会では、地域福祉の向上に貢

献され、他の模範となる個人・団体に対する表彰を行うほか、

地域活動に対する動機づけや活動の継続、発展を促す請演等

を実施します。

ミ ナ

⑦情報提供の強化

本会が行つている事業の報告や地域福祉活動に関する様々な情報を提供し、地域福祉ヘ

の関心と理解を深めるため、福祉に関する情報発信を積極的に行います。また、幅広い世代

に向け、SNSを活用するとともに、災害に備えたICTの活用も行い、迅速でタイムリーな情報

提供に努めていきます。

●広報紙「きらり」の発行(全世帯配布:年4回 )

②事務局通信「きらり」の発行(賛助会員等対象:月 1回 )

0ホームページやフェイスブック等 SNSを活用した情報発信

0パンフレットの発行

O災害に備えICTを用いるなど、SNSを活用した情報提供の強化

～地域

電〕笑整苗市柱金福紅協議会
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